
 
 

６ 保健医療サービスの推進１（保健指導等） 

 市民が健康で豊かな生活を送ることができるよう，きめ細かな保健サービスを提供するた

め，地域の特性や市民のニーズを把握し，専門的な技術的援助及び保健指導を行う。 

結核，感染症，エイズ，精神障害，難病等の多様な問題を抱える市民に対して，健康相談

等の各種保健サービスを提供する。 

 原爆被爆者については，健康上特別な状態におかれていることから健康診断等を実施して

いく。 

 さらに，高齢化，疾病構造の変化，ノーマライゼーションの意識の高まり等に伴い住民の

ニーズが保健・医療・福祉を通じた総合的なものとなる中で，個々の住民にとって適切なサ

ービスを提供するために，調整機能を充実させる。 

（１）保健サービスの提供 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

地域保健法 

健康増進法 

保健予防課 感染症予防グループ 

保健対策グループ 

健康増進課 健康づくりグループ 

      健康診査グループ 

保健センター 

上河内地域自治センター 保健福祉課 

河内地域自治センター  保健福祉課 

保健福祉総務課 保健福祉相談担当（中央部） 

        保健福祉相談担当（東部） 

保健福祉相談担当（北西部）

保健福祉相談担当（南部） 

 

①保健師の活動の変遷 

昭和29年 国民健康保険事業の開始に伴い保健婦を採用し，市保健婦活動を開始。 

７月に国民健康保険被保険者及び家族に対して訪問指導を開始。 

昭和30年

～40年代 

急性伝染病や結核予防対策と家族計画指導等母子保健対策を主に活動を行う。 

昭和４５年度から，全市民を対象に地区担当制による訪問を行う。 

昭和50 

年代 

急性伝染病や結核が減少し，慢性疾患やがん予防を主とする成人保健対策を主体と

する活動を行う。 

昭和５８年老人保健法が施行され，成人保健対策は老人保健法のもとに実施。 

平成２年 「宇都宮市保健センター」を開設し，保健師４名配置。 

保健師の所属が保健指導係１係から，母子保健係，成人保健係，保健センターの３

係体制となる。 

平成４年 寝たきり老人訪問指導事業に対して専任保健師体制をとる。 

平成６年 地区ブロック体制を取り入れる。 

平成８年 中核市の指定に伴い市保健所が設置され，保健所保健師業務を市保健師４名，県よ

り派遣の保健師４名で開始。 

市保健所設置に伴い，３歳児健康診査を実施。 

平成９年 母子保健法の改正により，母子保健事業の実施主体が市町村になる。 

母子保健事業を保健所と健康課で担当して実施。 
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平成10年 母子保健事業を健康課で一貫して実施。 

寝たきり老人訪問指導事業が高齢福祉課在宅福祉係に移管となる。 

保健福祉総務課総合相談窓口に保健師を２名配置。 

保健と福祉の組織統合により保健福祉部となる。 

平成11年 介護保険課設置により保健師を３名配属。 

平成16年 保健福祉部機構改革により健康課が健康増進課となる。健康増進課が保健所に移り

，総務課･健康増進課・保健予防課・生活衛生課の４課体制となる。 

保健福祉の地域展開の活動・推進を図るため，平石地区市民センター，富屋地区市

民センター，姿川地区市民センターの３拠点へ保健師を配属。 

平成17年 市の組織機構改革により，自治振興部を新たに設置。保健師の配属されている平石

地区市民センター，富屋地区市民センター，姿川地区市民センターが自治振興部の

所属となる。 

平成18年

  

虐待担当として児童福祉課に，自立支援審査会担当として障害福祉課に，保健師を

それぞれ１名配置。 

平成19年

  

上河内町，河内町との合併により，自治振興部の上河内地域自治センター，河内地

域自治センターに保健師が配属となる。 

保健福祉総務課総合相談窓口，平石地区市民センター・富屋地区市民センター・姿

川地区市民センターの３拠点の保健福祉グループが保健予防課業務の兼務辞令を受

ける。 

子どもの発達等について，保健・福祉分野の様々な支援を総合的に行う拠点施設と

して「子ども発達センター」を開設し，保健師５名を配置。 

平成20年 市の組織機構改革により，子ども部を新たに設置。 

健康増進課の母子保健事業が，子ども家庭課所属となり，児童福祉課に配属されて

いた保健師とあわせて６名の保健師を配置。 

子ども発達センターが保健福祉部から子ども部の所属となる。 

上河内・河内地域自治センター保健福祉課保健グループが，保健予防課業務の兼務

辞令を受ける。 

保健福祉総務課に介護事業所の指導監査担当として，保健師１名を配置。 

平成23年 子ども家庭課内に虐待予防の観点から「子ども家庭支援室」を設置。 

障がい福祉課にケースワーク業務担当として，保健師１名を追加配置。  

平成24年 自治振興部が市民まちづくり部に変更となる。 

平成25年 市の機構改革により，市民まちづくり部の３拠点を，保健福祉部の所属とし，それ

ぞれが，保健福祉総務課保健福祉相談担当（東部），保健福祉相談担当（北西部），

保健福祉相談担当（南部）に変更となり，保健福祉総務課総合相談担当を保健福祉

相談担当（中央部）とする。 
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① 保健師の活動の実績 

ア 各保健事業等の参加延人数 

 

種別 項 目 健康相談 健康診査 健康教育 地区組織活動 予防接種 合  計 

平

成

23

年

度 

 

母 子 19,015 9,561 12,301 5,480 46,357

成人･老人 3,442 10,654 30,707 44,803

歯 科 12,447 12,447

感染症 2,810 658 1,749 5,217

精 神 2,700 5,246 289 8,235

難 病 459  459

その他  
計 28,421 22,666 29,950 30,996 5,480 117,518

平

成

24

年

度 

母 子 23,270 9,519 12,198 1,557 46,544 

成人･老人 3,070 5,984 33,392 42,446 

歯 科 12,774 12,774 

感染症 2,776 1,360 1,945 6,081 

精 神 3,846 2,975 390 7,211 

難 病 337 216 49 602 

その他  
計 33,299 23,653 23,318 33,831 1,557 115,658

平

成

25

年

度 

母 子 20,869 9,349 11,765 0 0 41,983 

成人･老人 2,313 18,322 37,272 57,907 

歯 科 11,932 11,932 

感染症 2,651 986 2,456 0 0 6,093 

精 神 4,222 0 2,477 136 0 6,835 

難 病 334 0 155 192 0 681 

その他 0 0 0 0 0 0 

計 30,389 22,267 35,175 37,600 125,431 

 

 

イ 平成25年度 栃木県保健師活動調査（6月・10月）実績  次頁のとおり 
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  教育・研修

　　　件　数 件数
（実） （延） （実）

920 217 252 1084 1321 981 873 0 0 376 0 72 107 1877 1108 2053 723 197 292 744 2224 350 44 1246

118 30 34 176 86 6 16 0

66 20 21 8 17 0 7 0

59 19 20 95 13 45 8 0

486 100 104 674 1029 694 324 0

23 5 5 15 109 235 342 0

4 1 1 0 7 0 0 0

0 0 0 17 42 1 119 0

131 32 57 59 0 0 0 0

19 5 5 31 2 0 0 0

14 5 5 9 16 0 57 0

土・日 10 0 0 18 2 16 26 0 0 4 0 0 0 5 0 0 0 11 0 0 13 12 1 118

930 217 252 1102 1323 997 899 0 0 380 0 72 107 1882 1108 2053 723 208 292 744 2237 362 45 1364

11.3 2.6 3.1 13.4 16.1 12.2 11.0 0.0 0.0 4.6 0.0 0.9 1.3 23.0 13.5 25.0 8.8 2.5 3.6 9.1 27.3 4.4 0.5 18.9

　① ６月の平均勤務日数 (平日) 日

　② ６月の平均実働時間数 時間

　③ ６月の平均時間外勤務時間数 時間

※常勤職員数での計算

※産休代替が，3名看護師の採用であった。

成人保健業務

特定検診・保健指導業務

活
動
量

18.4

162.1

障害福祉業務

高齢福祉業務

3人/6人

10人

72人
保
健
師
数

18.9

162.1
1人あたりの平均時間数

及び平均件数/月

常　勤

非常勤

産休代替

52

96

実働時間（時間外） 0

総　　計 13293

宇
都
宮
市

実働時間

3207

13293

再
　
掲

402

介護保険業務

児童福祉業務

精神保健業務

難病業務

感染症業務

母子保健業務

機能
訓練

地区
組織
活動

調査・
研究

地区
管理

研修
参加

その
他

　個別

コーディネート
（会議・会議以外）

業務
管理

業務
連絡

・
事務

98

220

724

179

190

11

地域 研修
企画

人材育
成・実
習指導

実働時間
合計

（自動計算）

時間外勤務

一日の勤務時間数が
８時間を超過した値

（自動計算）

　家庭
　訪問

保健
指導

健康
相談

健康
診査

健康
教育

デイ
ケア

予防
接種

その
他

保　健　師　活　動　領　域　調　査　（6月活動調査）　

直接サービス 間接サービス その他
保      健      福      祉      事      業 地区管理
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  教育・研修

　　　件　数 件数
（実） （延） （実）

1031 289 349 1137 1248 809 886 0 2 520 12 68 239 2225 1203 2243 479 184 342 824 2670 533 76 1456

123 40 44 172 108 0 59 0

73 21 22 41 2 0 35 0

147 36 74 90 42 48 18 0

501 119 121 633 897 595 333 0

16 8 8 18 145 144 306 0

33 16 16 30 0 22 0 0

2 1 2 3 33 0 45 0

80 36 47 120 0 0 0 0

25 6 6 29 3 0 0 0

31 6 9 1 18 0 90 0

土・日 0 0 0 26 4 6 49 0 0 50 0 13 0 14 0 0 0 0 0 0 41 20 44 267

1031 289 349 1163 1252 815 935 0 2 570 12 81 239 2239 1203 2243 479 184 342 824 2711 553 120 1723

12.6 3.5 4.3 14.2 15.3 9.9 11.4 0.0 0.0 7.0 0.1 1.0 2.9 27.3 14.7 27.4 5.8 2.2 4.2 10.0 33.1 6.7 1.5 24.3

　① 10月の平均勤務日数 (平日) 日

　② 10月の平均実働時間数 時間

　③ 10月の平均時間外勤務時間数 時間

※常勤職員数での計算

※産休代替が，4名看護師の採用であった。

85

感染症業務

母子保健業務

成人保健業務

　個別

産休代替 3人/7人

実働時間（時間外）

24.3

活
動
量

19.9

176.7

保
健
師
数

1人あたりの平均時間数
及び平均件数/月

保　健　師　活　動　領　域　調　査　（10月活動調査）　

直接サービス 間接サービス

176.7

常　勤 71人

非常勤 11人

0

総　　計 14488

障害福祉業務

再
　
掲

2959

629

高齢福祉業務

精神保健業務

83

200

特定検診・保健指導業務

介護保険業務

14488

462

57

140

難病業務

児童福祉業務

151

345

実働時間
合計

（自動計算）

地域 研修
企画

人材育
成・実
習指導

業務
連絡

・
事務

研修
参加

その
他

宇
都
宮
市

実働時間

機能
訓練

地区
組織
活動

時間外勤務

一日の勤務時間数が

８時間を超過した値

（自動計算）

　家庭
　訪問

保健
指導

健康
相談

健康
診査

健康
教育

デイ
ケア

その
他

調査・
研究

地区
管理

その他
保      健      福      祉      事      業 地区管理

コーディネート
（会議・会議以外）

業務
管理

予防
接種
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② 訪問指導実施状況 

ア 年度別訪問指導状況 

年度 
訪 問 時 間               

（ 実 施 回 数）
訪問件数 訪問世帯数 

平成23年 
９，０４４時間 

（２，２６１単位）
２，７４２ ２，２５５

平成24年 
９，１９６時間 

（２，２９９単位）
３，０４０ ２，４９８

平成25年 
９，７５２時間 

（２，４３８単位）
３，３８５ ２，７０６

 

イ 年度別訪問指導種別 

年

度 

感
染

症 

結 

核 

精
神
保
健 

難 

病 

小
児
慢
性 

特
定
疾
患 

生
活
習
慣
病

そ
の
他
の 疾

患

心
身 障

が
い 

妊 

婦 

産 

婦 

低
体
重
児 

新
生
児 

乳 

児 

幼 

児 

そ
の
他 

計 

H23 20 329 373 123 16 48 35 48 33 125 11 46 316 861 358 2,742

H24 1 328 444 130 8 63 44 39 58 145 18 52 375 864 468 3,037

H25 2 423 513 161 12 83 19 32 81 158 20 76 418 1016 335 3,349

 

ウ 電話相談の実施状況(延人数)（※子ども総合相談を含む） 

※H20年度より子育てホットラインから名称変更 

年

度 

感
染

症 

結 

核 
精
神
保
健 

難 

病 

小
児
慢
性 

特
定
疾
患 

成 

人 

妊 

婦 

産 

婦 

乳 

児 

幼 

児 

そ
の
他 

計 

H23 400 987 2,170 123 15 459 687 160 4,033 5,632 368 15,034

H24 254 934 3,060 174 16 554 811 162 3,400 6,083 589 16,037

H25 307 1,034 3,389 162 33 820 592 125 3,338 5,210 510 15,520

 

エ 面接相談の実施状況（延人員） 

年

度 

感
染

症 

結 

核 

精
神
保
健 

難 

病 

小
児
慢
性 

特
定
疾
患

成 

人 

妊 

婦 

産 

婦 

乳 

児 

幼 

児 

そ
の
他 

計 

H23 0 109 403 122 0 16 17 16 25 175 18 901

H24 0 117 708 157 4 44 13 4 52 309 17 1,425

H25 0 116 763 153 4 38 25 17 98 1,131 47 2,392
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（２）原爆被爆者対策の実施（平成26年度予算：2,032千円 県10／10） 

【事業の目的･内容】 

「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき，原子爆弾被爆者に対し，健康

の保持増進を図るため健康診断を実施するとともに，各種手当支給に関する受付・進達事

務を行っている。また，被爆者に該当すると認められた者及び転入者に対する登録管理を

実施している。 

根 拠 法 令 主管課・グループ 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

① 原子爆弾被爆者の登録管理 

ア 登録管理状況 

区  分 
前年度末

登録者数
新  規 転  入 転  出 死  亡

年度末 

登録者数 

平成２３年度 １０３ ０ １ ２ ３ ９９

平成２４年度 ９９ ０ ０ ０ ４ ９５

平成２５年度 ９５ １ １ ４ ２ ９１

イ 性・年齢別登録管理状況                （平成２５年度末） 

区   分 ６０～６９歳 ７０～７９歳 ８０歳以上 合   計 

男 ９ ２１ １４ ４４

女 ３ ２１ ２３ ４７

合   計 １２ ４２ ３７ ９１

 

② 定期健康診断実施状況 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第７条の規定により被爆者に対し健康診断を

実施している。 

区   分 
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

前期 前期 前期 後期 前期 後期 

対 象 者 数 １０２ １００ １０１ ９７ ９８ ９７

受 診 者 数 ３４ ２９ ３１ ２７ ３３ １５

要精検者数 ０ ６ ３ ４ ７ ０

 

③ 希望による健康診断実施状況 

区   分 
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

一般検査 がん検診 一般検査 がん検診 一般検査 がん検診

対 象 者 数 １０２ １００ ９９ ９７ ９７ ９５

受 診 者 数 １４ ２３ ２４ ２１ １０ １２

要精検者数 ４ ４ ０
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④ 手当申請状況（進達事務） 

区   分 
健康管理

手 当 
保健手当

医療 

特別手当
特別手当 葬祭料 介護手当

平成２３年度 １ ０ １ ０ ３ ０

平成２４年度 １ ０ ０ ０ ４ ０

平成２５年度 ４ ０ ４ ０ ２ ０

 

（３）肝炎治療に係る医療費助成制度（県事業） 

【事業の目的・内容】 

市民の利便性の確保を目的に，保健所において次の申請書の受理，受給者証の交付事務等を

実施している。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

肝炎治療に係る医療費助成事業実施要領 保健予防課感染症予防グループ 

 

【助成の対象者】 

宇都宮市に住民登録がある，医療保険各法の加入者であって，国が定める「認定基準」に該

当する症状のある患者。 

 

【助成の対象となる医療】 

Ｂ型ウイルス性肝炎及びＣ型ウイルス性肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療並び

にＢ型ウイルス性肝炎に対して行われる核酸アナログ製剤治療で保険適用となっているもの。 

 

【助成額（公費負担額）】 

毎月，医療保険各法の患者負担額のうち，世帯の市町民税（所得割）課税年額に応じた自己

負担限度額（２万，１万）を除いた額が助成される。 

階 層 区 分 自己負担限度額（月額） 

甲 
世帯の市町民税（所得割）課税年額が 

２３５，０００円以上の場合 
２０，０００円 

乙 
世帯の市町民税（所得割）課税年額が 

２３５，０００円未満の場合 
１０，０００円 

 

《実 績》 

肝炎治療に係る医療費助成制度の申請受理件数（平成２５年度） 

  新 規 更 新 延 長 変 更 再交付 治療費請求 終 了 合 計 

男 ６０ ８２ ０ ９ ２ ６８ １ ２２２

女 ４０ ３５ １ １０ ０ ３５ ３ １２４

合 計 １００ １１７ １ １９ ２ １０３ ４ ３４６
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